
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方独立行政法人 

北海道立総合研究機構 北方建築総合研究所 平成２５年度 年報 

空き家等の木造老朽建物の自然災害危険度の見える化による地
域の減災対策 

近年、全国の空き家は2008年（総務省住宅・土

地統計調査）で757万戸（10年間で180万戸増

加）に上っており、管理不全により空き家自体の倒

壊のみならず2次被害（隣地被害、飛散物など）が

多数発生しています。 

本研究は、空き家等の木造老朽建物の自然災害に

対する危険度を見える化する手法を構築し、地域の

減災対策での活用法を示すことを目的とします。 

この研究では、①文献調査・被害調査（H25～27

年度）、②空き家対策に関するアンケート調査（H25

年度）、③危険度評価手法の検討（H26～27）、④

ＧＩＳ（地理情報システム）による空き家危険度の

見える化（H26～27 年度）を検討し、自治体の空

き家対策に貢献できる提案を目指します（図1）。 

平成 25 年度は自治体を対象とした空き家対策に

関するアンケート調査を行い、空き家による被害の

状況、空き家条例の有無など空き家対策の現状、空

き家対策に関する将来意向を把握しました（図2）。

また自然災害による被害を受けた空き家の調査を行

い、積雪荷重を受ける空き家（木造建築）の損傷・

崩壊過程を個別要素法による構造解析により検討し

ました（図3）。強風被害に関しては過去の住家被害

の類型化を行い、被害予測モデルの検討のためのデ

ータベース構築を進めています。 

平成２６年度は実際の空き家を対象とした危険度

評価などを行い、GIS を用いて危険度を見える化す

る手法の検討を進める予定です。 

 

危険度評価手法および危険度の見える化による減災対策など、自治体の空き家対策に貢献できる提案を目指

します。なお本研究は日本学術振興会・科学研究費助成事業・基盤Ｂ（代表者：堤拓哉）により実施していま

す。 

●研究期間：平成 2５～2７年度（継続） 

●研究区分：公募型研究 
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研究の概要・成果 
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図２アンケート調査結果（空き家対策の将来意向） 

図 3 空き家被害調査と積雪荷重を受ける空き家

の個別要素法による構造解析 

（１）文献調査・被害調査（H25） 

（２）空き家対策に関するアンケート調査（H25） 

（３）危険度評価手法の検討（H26～27） 

図1 研究フロー（今年度の報告は二重線の項目） 

（４）ＧＩＳによる空き家危険度の見える化（H26-27） 
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